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東日本大震災により被災された皆様に衷心よりお見舞いを申し上げます。
皆様の安全と被災地の一日も早い復旧・復興をお祈り申し上げます。

22年度　宮崎県建設業協会
口蹄疫・鳥インフルエンザ防疫対策、新燃岳降灰清掃等作業

宮崎県建設業協会機関誌
Monthly Association Construction Industry NEWS

　昨年より、未曾有の被害をもたらした災害について、本県の復興・

再建に向けても忘れてはならないことである。その意味においても、

建設業の防疫対策・降灰除去作業を振り返ることとしたい。

実施支部：東諸地区建設業協会

写真：宮崎県提供
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平成23年10月行事予定表平成23年10月行事予定表

日 曜 県協会・建産連・土木施工管理技士会 建災防・建退共・厚年基金 協同組合・火薬協会・保証会社

１ 土
２ ㊐
３ 月

４ 火 建設産業振興センター雇用管理
研修

足場の組立て等作業主任者能
力向上教育（清武）

５ 水

宮崎県建設業協会県議会との意見交換会
技士会職業能力開発校長会議（長崎）
現場における情報化施工と宮崎県の土木
積算セミナー（西都）

６ 木 現場における情報化施工と宮崎
県の土木積算セミナー（日向）

全国建設業労働災害防止大会
（７日まで広島）
基金企業年金連合会非常勤役
員等研修（福岡）

７ 金

基金九州地方協議会第２回役
職員講習会
小型車両系建設機械（整地・
掘削）特別教育（８日まで清武）

８ 土
９ ㊐
10 ㊊ 体育の日 体育の日 体育の日

11 火

宮崎県建設業協会常務理事会、
県土整備部との意見交換会
県知事県政報告会
県議会９月定例会閉会

建退共制度普及協力者に対す
る理事長表彰伝達式

12 水 技士会・技術委員会

13 木 車両系建設機械（整地・掘削）
運転技能講習（14日まで清武）

火薬類保安講習（宮崎）

14 金 宮崎県建設業協会青年部連合会
第25回連合大会（延岡大会）

15 土
16 ㊐

17 月 九州建設業協会地域・定例懇談
会（鹿児島）

基金納入告知書発送
九州火薬類保安登録講師研
修会（大分）

18 火 就業体験：インターンシップ就業体験：インターンシップ
（21日まで日向工業高校）（21日まで日向工業高校）

19 水

20 木 基金企業年金連合会企業年金
トップセミナー（21日まで滋賀）

組合九州ブロック理事長、
事務局長会議（大分）

21 金
22 土
23 ㊐
24 月

25 火 宮崎県建設業協会建設現場等見
学会（宮崎農業高校）

26 水 宮崎県監査事務局監査（協会）

27 木 建設産業経営基盤強化支援事業
補助金第２回審査委員会

建退共九州ブロック会議（宮崎） 火薬類保安講習（高千穂）

28 金
宮崎県道路整備講習会
宮崎県産業開発青年隊創立60周
年記念大会

高所作業車運転技能講習（30
日まで清武）

火薬類保安講習（延岡）

29 土
30 ㊐
31 月
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日 曜 県協会・建産連・土木施工管理技士会 建災防・建退共・厚年基金 協同組合・火薬協会・保証会社

１ 火 全国建設業協会　全国建設労働問題連絡協
議会 （東京）

２ 水
３ 木 文化の日 文化の日 文化の日

４ 金 宮崎県建設業協会現場見学会 （宮崎
工業高校）

５ 土
６ ㊐
７ 月
８ 火

９ 水 宮崎県建設業協会青年部連合会常任
理事会

10 木 企業年金連合会第２回常務理事 ・
運営責任者セミナー

火薬類保安講習 （西都）

11 金 建設雇用改善県知事表彰 （知事室）
ローラー運転業務特別教育 （12日
まで清武）

12 土
13 ㊐

14 月
宮崎県監査委員監査 （協会）
宮崎県建設業協会現場見学会（日向工業高校）
建設業協会事業就業体験 （都城工業）
技士会ＪＣＭ特別セミナー

15 火
建災防全国事務局長会議 （東京）
基金九総協監事監査研修会 （福岡）
振動工具取扱作業従事者安全衛生教育（延岡）

16 水
宮崎県建設業協会建設雇用改善推進
表彰式
監理技術者講習

基金納入告知書発送
宮崎県産業安全衛生大会 （佐土原）

17 木 九州建設業協会技術職員研修会 （熊本） 職長・安全衛生責任者教育（18日まで清武）

18 金 基金九地協事務職員研修会 （福岡）

19 土
20 ㊐
21 月
22 火
23 ㊌ 勤労感謝の日 勤労感謝の日 勤労感謝の日

24 木 九州建設業協会専務 ・ 事務局長会議並びに
西日本建設業保証㈱との意見交換会 （長崎）

車両系建設機械 （整地 ・ 掘削） 運
転技能講習 （25日まで清武）

25 金
全国建設業協会正 ・ 副会長会議、 理事会、
全国会長会議 （東京）
県議会11月定例会開会 （12/13まで）

基金九地協宮崎部会役職員研修会（延岡） 全建協連事務局長会議 （東京）

26 土
27 ㊐
28 月 全国建設青年会議全国大会 （東京）

29 火 低圧電気取扱業務特別教育 （清武）

30 水 技士会コンクリート関連技術者研修会 保証会社参与会 （大阪）

平成23年11月行事予定表平成23年11月行事予定表

【代表者、組織、所在地等】

地　区　名 会　社　名 変更事項 変　更　前 変　更　後

都 城 ㈱ 山 元 組 代 表 者 山　元　由美子 山　元　浩　之

【ホームページ】

項　　　　　　　　　目 所　　管 形　式

1 23.8.9「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」の一部変更について 国 土 交 通 省 HTML

2 国土交通省「ノウハウ・技術支援事業」に係る中小企業技術マッチング支援について 建 設 業 振 興 基 金 HTML

3 青年海外協力隊平成23年度秋募集について(募集期間10/1～11/7） 青年海外協力協会 HTML

県協会　会県協会　会　　員員　　のの　　動動　　きき（９月１日～30日）

県協会ホームページ・会員専用サイト掲載項目案内 （9月分）県協会ホームページ・会員専用サイト掲載項目案内 （9月分）
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宮崎県建設業協会

１．第６回　常務理事会を開催

　第６回常務理事会は、去る９月２日（金）午後１
時30分より、県建設会館２階「委員会室」において
開催され（竹尾常務理事欠席）、永野会長が冒頭で、
去る８月21日から23日にかけての東日本大震災支援
視察と本県選出国会議員との意見交換会に出席して
いただいたことに感謝の意を表され、また、野田新
総理大臣の誕生と組閣に期待するとともに、発注が
遅れている県公共工事の早期発注を働きかけて行き
たい」と挨拶された。
　引き続き、永野会長が議長となって議事進行を
行った。
　議題については次のとおりである。
議題１　九州ブロック定例懇談会議題について
　事務局が資料に基づき内容説明を行った。10月17日に鹿児島市で開催される九州ブロック会議
に、労務費単価の実態があまりにも下がりすぎていることから、宮崎県提案議題として「労務費単
価の引き上げについて」をあげてはどうかとの提案があり、協議後、全会一致で承認された。
議題２　第25回県協会青年部連合会延岡大会の開催について
　10月14日延岡市で開催される青年部連合会延岡大会に、前段で宮崎大学工学部の中澤教授による
講演会が行なわれ、その後、式典及び懇親会が計画されている旨報告した。その際、役員より、地
区では青年部がほとんどいなくなり活動に支障をきたしており、青年部のあり方について今後検討
してほしいとの意見が出された。
議題３　日本創造研究会第４回特別セミナーについて
　古川禎久衆議院議員が主宰している日本創造研究会が10月１日安倍晋三元内閣総理大臣を招い
て、都城市のメインホテルで開催予定の特別セミナーについて報告し、協議した結果、県協会政治
連盟で協力することで承認された。
議題４　河野しゅんじ県政報告会について
　10月11日の県議会終了後、宮崎観光ホテルにおいて開催される県知事の県政報告会について参加
要請があり、協議の結果、各地区建設業協会正・副会長が対応し、県協会政治連盟として協力する
ことで決定された。
議題５　公共工事労務費調査説明会の実績について
　県との共催事業として、８月24日から９月２日までＴＭ安全労務企画の三宅講師による公共工事労
務費調査に関する説明会を県内８地区において開催し、参加状況を報告した。会員の参加状況が約半
数にとどまっていることに対して懸念を抱いている旨意見が出され、協力態勢の再確認を行った。
議題６　次回常務理事会の開催日時について
　県議会閉会後、河野県知事による初めての県政報告会に各地区建設業業協会の正・副会長の出席
予定であるので、これに合わせて、10月11日（火）午後１時30分から常務理事会を県建設会館２階
「委員会室」において開催し、午後３時から１時間程度県土整備部との意見交換を行うことで決定
した。
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議題７　その他
　①建設業厚生年金基金の任意退会について、厚生年金基金会長から要請があった。一部の優良企業
が次々と計画的に退会していくが、これでいいのか。今までの相互扶助と社会的責任から、思いとど
まるよう各地区会長から慰留指導していただきたいと要請があった。②継続雇用実績について役員か
ら意見があり、３ヶ月以上継続雇用から６ヶ月以上継続雇用となったのはなぜか。次回の県との意見
交換会で質問することになった。
　以上、すべての議題を協議し、終了した。なお、本日の県県土整備部との意見交換会は、県の都合で
中止となった。

２．「公共工事労務費調査研修会」を県内８箇所、県内全
業者を対象に開催！

　公共工事の積算に用いられる設計労務単価は、毎年、国が実施す

る公共工事労務費調査において決定される。

　しかし、その単価も平成11年度頃をピークに年々減少しており、

昨今の入札制度改革や建設投資の大幅な減少が労務単価の減少に拍

車を掛け、価格競争の激化、安値受注、利益低下、賃金低下、労務

単価の低下、予定価格の低下といった悪循環に陥っており、この負

のスパイラルが業界を更に疲弊させている。

　また、この調査の実態として、全体で約４割にものぼる標本が「就

業規則等の未提出」、「所定労働時間が法定労働時間以内であること

が確認できない」、「賃金台帳等に受領印がない」等から棄却されて

いる状況であり、その率を減少させることも改善の一つであると言

われている。

　本会においては、こういった状況を鑑み、実態に即した職種の選

定や所定労働時間、実物給与、下請けへの指導など、調査票の記入

も含めて正しく理解していただくために「公共工事労務調査研修会」

を宮崎県建設業協会主催、宮崎県県土整備部共催のもと三宅昌規講

師（ＴＭ安全労務企画代表：大分）をお招きして、県内５千業者を

対象に棄却率の減少や雇用改善の管理・徹底の推進を図った。

　研修会は、８月24日から９月２日にかけて県内８箇所において開催し、総勢約1,300名が受講した。

三宅昌規講師 (ＴＭ安全労務企画代表 )

宮崎会場

県　名
有　効
標本率

棄却率 全　体

宮　崎 69.8% 30.2% 100%

鹿児島 79.2% 20.8% 100%

九　州 64.3% 35.7% 100%

全　国 62.4% 37.6% 100%

会　場 会　員 非会員 合　計

宮　崎  60 278  338

西臼杵  24  25   49

延　岡  30 175  205

都　城  35 120  155

小　林  30  77  107

西　都  32  74  106

日　向  52 116  168

日　南  56  57  113

合　計 319 922 1,241

有効標本率、棄却率 (平成 22 年度 10 月調査 ) 労務費調査研修会参加企業数（社）
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３．下請債権保全支援事業の拡充・延長について

４．地域建設業経営強化融資制度の拡充・延長について
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１　「監理技術者講習会」のお知らせ

　平成23年度の「監理技術者講習会」の今後の日程についてお知らせします。
　下記のとおり、後２回計画しております。更新時期にきている方は、都合のいい日を選んで必ず受講
してください。

日　　　程 会　　　場

平成23年11月16日（水） 宮崎県職業能力開発協会（宮大前）

平成24年２月８日（水） 宮 崎 県 建 設 会 館

※お問い合わせ　宮崎県土木施工管理技士会　　（ＴＥＬ0985－31－4696）

監理技術者とは、

　発注者から直接、公共工事を請け負い、そのうち、総額3,000万円以上を下請け契約し

て工事を施工する場合（土木）は、監理技術者を工事現場に置かなければなりません。

　監理技術者は、常に最新の法律制度や技術動向を把握する必要があることから、現行の

建設業法では、監理技術者講習を修了した日から５年を経過することのないように国土交

通大臣に登録された監理技術者講習会を受講し、講習会終了証を携帯しなければならない

ことになっております。

　また、講習会終了証とは別に監理技術者資格証の交付を受ける必要があります。

２　入札参加資格審査におけるCPDSについて

　平成24年度・25年度入札参加資格審査評価基準が発表され、今迄と同じく、土木一式では（社）全国

土木施工管理技士会連合会が発行するCPDS（継続学習制度）の学習単位の登録状況に応じて最大10点の

加点があります。また、建築一式では（社）宮崎県建築士会が発行するCPDで同様の加点があります。

　CPDSは、（社）全国土木施工管理技士会連合会に登録したCPDS加入者が講習会などにより学習した場

合に、連合会が認定した学習プログラムに応じて学習記録（ユニット）を登録し、必要な場合に連合会

が学習履歴の証明書を発行します。

登録学習単位合計数（総取得数） 点数

１００UNIT　以上 10 点

８０～９９UNIT 8 点

４０～７９UNIT 6 点

３０～３９UNIT 4 点

２０～２９UNIT 2 点

２０UNIT 未満 1点

技　士　会
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※　評価対象者は、代表者を含みます。代表者以外は会社の社会保険（健康保険）への加入など、一定

の雇用関係が確認できることが必要です。

※　対象期間は、平成21年10月１日～平成23年９月30日に取得したユニットです。

　　（１ユニット：概ね講習会１時間に相当）

３　ＪＣＭセミナー（特別講習会）のご案内

（社）全国土木施工管理技士会連合会では、技術提案に係る少人数演習タイプのCPDS認定講習（７ユニッ

ト）を下記のとおり計画しています。先着30名の受付となっております。今のところ、まだ若干余裕

があります。技術提案を伴う入札に意欲のある会社にお勧めします。

　講　習　名　　技術提案ワンポイントコース

　講　　師　　ハタコンサルタント㈱　降旗　達生（予定）

　日　　時　　平成23年11月14日（月）　９：30～17：00

　場　　所　　宮崎県建設会館

　定　　員　　30名

　参　加　費　　技士会会員　3,000円　　非会員　　20,000円

　申し込み　全国技士会のホームページ（http://www.ejcm.or.jp/）

４　「コンクリート関連技術研修会」の開催について（ご案内）

　宮崎県生コンクリート工業組合・（社）宮崎県建設業協会との共催で下記のとおり研修会を計画して

おります。CPDS認定講習で６ユニットを取得できます。

　研　修　名　　コンクリート関連技術者研修会

　日　　時　　平成23年11月30日（水）　10：00～17：00

　場　　所　　宮崎県建設技術センター　３階大会議室

　定　　員　　120名

　参　加　費　　会員　3,000円　　非会員　4,000円

　申し込み　宮崎県生コンクリート工業組合

５　平成23年度　第２回技術委員会開催のお知らせ

　平成23年６月24日に第１回技術委員会を開催し、委員の皆さんから工事の簡素化やワンデーレスポン

スの実行性等について意見を聴取しました。それらを、６項目の要望事項として宮崎県県土整備部技術

企画課へ提出しておりました。この要望事項について、平成23年10月12日に第２回技術委員会を開催し、

意見交換することになりました。少しでも会員の皆様の意見が発注者に伝わるよう努力したいと思いま

す。
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１．建設業退職金共済制度加入促進強化月間

　10月は建設業退職金共済制度加入促進月間となっています。

※５つの特徴 　①国の制度なので安全確実かつ簡単　　②退職金は企業間を通算して計算

　　　　　　　　　　③国が掛金の一部を補助　　④掛金は損金扱い　　⑤運営費は国が補助

建　退　共

お問い合わせは
宮崎市橘通東２丁目９番 19号　宮崎県建設会館内　建設業退職金共済宮崎県支部

TEL.0985-20-8867　FAX.0985-20-8889
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１．事　業　概　況（８月分）

１．適　用 （平成23年８月末現在）

設立事業所数
加　　入　　員　　数

男 女 計

339 社 3,680 577 4,257
 

２．給　付

　　裁定状況 （平成23年８月末現在）

当　　　月　　　分 年　　度　　累　　計

件数 金　　　額 件数 金　　　額

第 １ 種 退 職 年 金 12 6,928,800 48 26,227,900
第 ２ 種 退 職 年 金 15 2,469,200 90 19,273,500
選 択 一 時 金 6 4,604,500 30 22,133,300
脱 退 一 時 金 13 2,065,300 74 12,454,700
遺 族 一 時 金 0 0 3 1,508,800

３．年金経理（保有資産・時価） （平成23年８月末現在）

信 　 託 　 資 　 産 12,769,315,955　円
合 　 　 　 　 　 計 12,769,315,955　円

厚生年金基金

２．建退共宮崎県支部取扱状況（８月分）

建退共宮崎県支部　

　　 区分
月別   　

共　　済
契約者数

被共済者数
　　 　区分
月別 　  　

手帳更新
状　　況

退職金支給状況
掛金収納状況 
（７月分） 

８月末計
社

3,141

名

47,478
前年度累計

冊

383,187

件

42,893

千円

25,226,016

千円

111,859,531

加　　入 8 105 当　月　分 700 75 57,172 46,721

脱　　退 2 76 本　年　度　分 3,768 649 537,568 176,030

６月末計 3,147 47,507 累　　　計 386,955 43,542 25,763,584 112,035,561

注：掛金収納額は 23．７月分を表す　
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建　災　防

１　宮崎県産業安全衛生大会の開催について

　企業においては、「人命尊重」とい

う崇高な基本理念の下、産業界にお

ける自主的な労働災害防止活動を推

進し、広く安全意識の高揚と安全活

動の定着を図って頂いているところ

です。

　職場における安全を確保し労働災

害の減少を図るためには、経営トッ

プが率先して安全に対する意識や取

組を再度確認し、危険性又は有害性

等の調査（リスクアセスメント）や

その結果に基づくリスク低減措置を

講じるなど、安全衛生管理活動の充

実・強化を図る必要があります。そ

のため事業者、労働者がそれぞれの

役割を果たし、組織が一丸となって

取り組むことが重要で、職場におい

て、労働災害防止の重要性について

の認識をさらに深め、安全衛生活動

の着実な実行を図るために、多数の

関係各位の方々に御参加頂くよう御

案内致します。

２　宮崎労働局からのお知らせについて

～中小企業を応援する～

「中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金

（業務改善助成金）について」

　本制度の概要等は次のとおりですが、申請等につきましては、宮崎労働局労働基準部賃金室｛電話

0985(38)8836｝にお問い合わせ下さい。
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火 薬 協 会

１　平成22年火薬類事故の概要について

（１）平成22年の事故概要

　平成22年（１月～12月）の事故は、総件数36件、死者０名、負傷者34名であった。

　その内訳は、製造中の事故が３件（産業火薬１件、煙火２件）、消費中の事故29件（煙火24件、が

ん具煙火５件）及びその他事故４件（産業火薬１件、煙火２件、がん具煙火１件）であった。

　なお、運搬中、貯蔵中、がんろう中の事故は発生しなかった。

表１　平成22年中の事故一覧

　平成22年の火薬類による事故件数36件は、前年の24件に比べ増加したが、死傷者数は増加しなかっ

た。過去10年の平均事故件数は39件なので、平成22年は平均事故件数を下回っている。平成22年の火

薬類による事故で特徴的な点は、初めて産業火薬消費中の事故が発生しなかったことである。

（２）年別比較

　平成18年から平成22年までの５年間の種類別、取扱別の年別比較表は次のとおりである。

表２　年別比較表（平成18年～平成22年）
種類・取扱別（総括表）

火薬事故　ヒヤリハットじゃすまないぞ　基本に返り安全作業

種　類
　取扱
年　

製造中 消費中 運搬中 貯蔵中 がんろう中 その他事故 合　　計

件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷

産　業

火　薬

18 1 0 1 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 0 1

19 2 0 1 7 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 12 0 3

20 6 1 3 7 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13 1 9

21 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 1 6 1 1

22 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 2 0 2

煙　火

18 0 0 0 32 1 41 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 33 1 41

19 4 0 4 29 0 41 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 33 0 45

20 0 0 0 30 0 52 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 5 31 2 57

21 0 0 0 17 0 31 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 18 0 32

22 2 0 1 24 0 26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 3 28 0 30

がん具

煙　火

18 1 1 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 3 1 2

19 0 0 0 2 0 5 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 4 0 6

20 0 0 0 3 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 3 4 0 4

21 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

22 0 0 0 5 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 6 0 2

合　計

18 2 1 1 37 1 42 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 41 2 44

19 6 0 5 38 0 46 1 0 0 0 0 0 1 0 1 3 0 2 49 0 54

20 6 1 3 40 0 59 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 8 48 3 70

21 2 1 0 18 0 31 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 2 24 1 33

22 3 0 2 29 0 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 4 36 0 34

種　類
製造中 消費中 運搬中 貯蔵中 がんろう中 その他事故 合　　計

件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷 件 死 傷

産業火薬 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 2 0 2

煙　火 2 0 1 24 0 26 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 3 28 0 30

がん具煙火 0 0 0 5 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 6 0 2

合　計 3 0 2 29 0 28 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 4 36 0 34
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保 証 会 社

１．宮崎県内の公共工事動向（前払保証分）（８月分）

 西日本建設業保証㈱　

 宮　 崎　 支 　店　

Ⅰ．全般の状況  （単位：件、 百万円） 

当　　　月 累　　　計
件　数 増減率 請負金額 増減率 件　数 増減率 請負金額 増減率

平成２３年度 338 ▲0.3％ 9,321 ▲21.9％ 1,324 ▲1.3％ 48,519 ▲17.9％
平成２２年度 339 ▲18.7％ 11,933 ▲18.8％ 1,341 ▲18.9％ 59,123 ▲1.5％
平成２１年度 417 5.8％ 14,690 38.8％ 1,654 6.6％ 60,046 7.3％

Ⅱ．発注者別の状況  （単位：件、 百万円） 

当　　　月 累　　　計
件　数 請負金額 増減率 構成比 件　数 請負金額 増減率 構成比

国 34 2,134 ▲ 47.6％ 22.9％ 119 12,258 ▲ 20.9％ 25.3％
独立行政法人等 4 399 27.2％ 4.3％ 23 7,474 ▲ 17.3％ 15.4％

県 119 2,708 ▲ 17.9％ 29.1％ 427 12,172 ▲ 21.3％ 25.1％
市 町 村 178 3,861 1.2％ 41.4％ 743 15,022 ▲ 10.8％ 30.9％
そ の 他 3 217 ▲ 49.4％ 2.3％ 12 1,592 ▲ 30.1％ 3.3％

計 338 9,321 ▲ 21.9％ 100.0％ 1,324 48,519 ▲ 17.9％ 100.0％

Ⅲ．地区別の状況  （単位：件、 百万円） 

当　　　月 累　　　計
件　数 請負金額 増減率 構成比 件　数 請負金額 増減率 構成比

宮 　 崎 83 1,902 ▲ 30.3％ 20.4％ 299 8,627 ▲ 34.6％ 17.8％
高 　 岡 12 159 ▲ 36.1％ 1.7％ 62 948 ▲ 1.9％ 1.9％
西 　 都 13 270 ▲ 36.7％ 2.9％ 50 1,493 ▲ 12.2％ 3.1％
高 　 鍋 22 1,041 134.5％ 11.2％ 64 3,983 ▲ 17.1％ 8.2％
日 　 南 27 413 ▲ 27.9％ 4.4％ 107 2,185 4.1％ 4.5％
串 　 間 12 412 60.8％ 4.4％ 50 907 48.9％ 1.9％
都 　 城 35 442 ▲ 48.1％ 4.8％ 164 4,932 13.9％ 10.2％
小 　 林 34 1,139 55.4％ 12.2％ 118 2,679 ▲ 68.4％ 5.5％
日 　 向 36 612 ▲ 51.5％ 6.6％ 184 10,194 2.4％ 21.0％
延 　 岡 44 2,536 ▲ 38.2％ 27.2％ 156 11,531 10.2％ 23.8％
西 臼 杵 20 389 31.0％ 4.2％ 70 1,035 ▲ 59.3％ 2.1％

計 338 9,321 ▲ 21.9％ 100.0％ 1,324 48,519 ▲ 17.9％ 100.0％

＜月別請負金額 （前払保証分）＞
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２．中間前金払制度のご案内

　　～制度採用市町村増加中。

　　　　　　　　　串間市でも中間前払金を請求できるようになりました。～
中間前払とは、

当初の40％の前払金に加え、さらに20％の前払金を請求することができる制度です。

＜制度採用発注者＞

　宮崎県、宮崎市、都城市、延岡市、小林市、西都市、串間市、美郷町、高鍋町、三股町、高千穂町、

日之影町、都農町、木城町、椎葉村、国土交通省、農林水産省など。

＜中間前払のメリット＞

　１　簡単な手続きで工事代金を工事途中に回収できます。

　２　一括現金払出ＯＫ、前払金払出依頼書も弊社で作成します。

　３　保証料が一律０.０６５％と格安です。

　　例１）保証金額　５００万円の場合　　保証料は　３２００円

　　例２）保証金額１０００万円の場合　　保証料は　６５００円

＜請求可能時期＞

　工期の２分の１を経過し、かつ工期の２分の１を経過するまでに実施すべき作業が終了し、工事の出

来高が50％以上となったとき。

＜保証申込時に必要な書類＞

　１．保証申込書

　２．使途内訳明細書 

　３．中間前金払認定調書（通知書）の写し

※認定調書とは、その工事が中間前払の支出要件を満たしていることを発注者が証明する書類で

す。中間前払金を請求可能な時期になりましたら「中間前金払認定請求書（申請書）」に「工事

履行報告書」を添えて発注者に提出して下さい。発注者から「中間前金払認定調書（通知書）」

が発行されます。

平成23年度宮崎県内の中間前払保証実績（８月末現在）
（単位：件、千円）

発　注　者 件　数 請負金額 増減率 (件数 ) 増減率 (請負金額 )

宮 崎 県 70 3,223,166 27.3％ 36.7％

宮 崎 市 13 346,298 ▲ 7.1％ ▲ 74.9％

都 城 市 7 398,118 600.0％ 4375.2％

延 岡 市 7 166,825 ▲ 30.0％ ▲ 73.0％

小 林 市 3 29,662 － －

西 都 市 2 18,427 － －

そ の 他 1 100,357 ▲ 66.7％ ▲ 86.4％

計 103 4,282,856 22.6％ ▲ 35.2％
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「建設共済とともに歩き、ともに築く。」

　共済団では、建設共済制度の安定運営が行えるように一層の普及を図る為、10月1日から11

月30日までの2ヶ月間、建設共済加入促進月間を実施します。

　当制度は、被災者等に対する追加的補償を行う「被災者補償契約」と労働災害の再発防止の

費用等労働災害に起因する企業の諸費用を補償する「諸費用補償契約」から構成される法定外

労災補償制度としての機能は勿論、被災者の子供に対する育英奨学金（業務上及び通勤災害に

より死亡、身体障害・傷病1～3級に該当した者の子を対象）も備えた制度です。

　今年度も各都道府県建設業協会と連携の上、建設共済制度の加入促進を図るとともに、すで

に建設共済制度に加入している契約者に対しては、年間完成工事高契約で補償の対象とならな

い役員、事務職員、製造業や林業などで働く労働者を補償する関連事業契約への加入を推奨し

ます。

　加入促進月間中は、各都道府県建設業協会、支部・地区協会のご協力を得ながら、説明会の

開催、ポスターの掲示、新聞・会報への広告掲載によるＰＲ活動を行います。

《建設共済 年間完成工事高契約の概要》

　主契約である年間完成工事高契約は、契約者が施工する全工事

現場（元請の甲型共同企業体工事現場と海外工事現場を除く）に

就労する労働者の業務災害または通勤災害を補償する契約です。

　経営事項審査において加点評価されることもあり約2万6千社の

事業所が加入しています。まだ、建設共済に加入していない事業

所の皆さまは、この機会に是非ご検討ください。

《年間完成工事高契約の特長》

○建設業界による自主的な共済制度で掛金が安い。

○元請・下請問わず無記名で補償。

○元請・下請それぞれの契約者へ重複支払い。

○企業の諸費用部分も補償。

○事業主（契約者）への速やかな支払い。

○経営事項審査において15点の加点。

（財）建設業福祉共済団からのお知らせ（財）建設業福祉共済団からのお知らせ（財）建設業福祉共済団からのお知らせ（財）建設業福祉共済団からのお知らせ

キャッチコピーの「建設共済とともに歩き、と
もに築く。」は、本制度が、労働者の福祉向上
と労働災害における企業の経営危機に対処する
ための「互助互恵の制度」であることをアピー
ルすることにより、事業主に「建設共済」への
加入を促していきます。

建設共済加入促進月間 実施中 !!

������������������������			


���������������

M¿ÀÁÂÃ�ÄÅ����N<¤ÆC¹¾Yh<

��������	

�������������������


��Çh��È�
�ª��¤¥¦¹¾Yh<

�������	
�� ��������������

����	
����� ��������������

〈共済団ホームページ〉資料請求や掛金計算もできます。ご利用ください。






